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5. 第 2 部：ディスカッション 「⽇本における病院船活⽤への課題等について」 

趣旨説明 
【コーディネーター】 
中川 和之 ⽒（時事通信社解説委員） 

まず、私から、このシンポジウムの第 2 部のディスカッション・セッションの趣旨について、ご紹介を
申し上げたいと思います。 

皆様、ご存知のとおり、⽇本では、⼤規模な地震が繰り返し発⽣しており、⻄⽇本を中⼼と
する超広域災害となる南海トラフ地震や、この東京での被害が想定される⾸都直下地震など
が、近い将来に発⽣する切迫性が指摘されています。このような⼤規模災害時には、膨⼤な数
の負傷者が発⽣し、被災地内の医療需給バランスが⼤きく崩れることが想定されます。 

そのため、⽇本政府では、陸上の医療施設を補完する⽅策の⼀つとして、これまで既存の船
舶、例えば、⾃衛隊の艦船やフェリーなどを活⽤した、医療活動の可能性などについて、実証訓
練を重ねながら、検討がなされてきているところです。 
 
（先程の第 1 部でご講演もあったとおり）⽶国では、海軍が病院船「マーシー」を保有し、⽶国
が世界規模で実施する災害救援や⼈道⽀援に活⽤されております。この病院船「マーシー」が
保有する⼤規模災害における傷病者への対応能⼒などについて我々が学び、⽇本の災害医
療への⽰唆を得たいとの考えから、病院船「マーシー」が初めて東京港に招致されました。 
 

⼀昨⽇ 17 ⽇（⽇曜⽇）には、災害医療や防災に関わる有識者を対象として、「マーシー」
の艦内で、⽇⽶共同医療搬送訓練や「マーシー」の医療処置のデモンストレーションなどを含む、
セミナーが⾏われました。セミナーでは、３つの班に分かれて、１）「マーシー」の災害時の病院と
しての能⼒について、２）「マーシー」の災害時の運⽤⽅法について、３）「マーシー」の平時の
運⽤⽅法について、議論が⾏われました。 

 
本⽇のシンポジウムでは、セミナーの３つの班の班⻑を 
務めた３名の⽇本⼈の先⽣に、３つの班の議論の成果 
を発表いただき、そして、３名の⽶海軍のシンポジストか 
ら、発表に対する論評や更なる⽇本の船舶を活⽤した 
災害医療についての⽰唆をいただきたいと思います。 
このような形で、⽇本における病院船活⽤への課題など 
について、議論を深めていきたいと思います。 
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15 分動画紹介 
【コーディネーター】 
中川 和之 ⽒（時事通信社解説委員） 

それでは、議論を始める前に、このたびの⽶国海軍病院船 
「マーシー」の東京寄港に関わる⼀連の⾏事について、振り返り 
たいと思います。主催者の内閣府が、15 分のビデオを作成して 
いますので、まず、こちらをご覧ください。 
 
（15 分動画の上映） 
 

シンポジストの発表 
【コーディネーター】 
中川 和之 ⽒（時事通信社解説委員） 

ご視聴ありがとうございました。密度の濃い内容のセミナーであったことが改めてわかりました。そ
れでは早速、17 ⽇（⽇）のセミナーで班⻑を務められた３名の先⽣に、各班で議論をされたこ
とについて、発表をお願いいたします。 

まずは、セミナー1 班の班⻑の⼭⼝先⽣、お願いいたします 
 

第 1 班：病院としての能⼒ 
⼭⼝ 芳裕 ⽒（杏林⼤学教授、東京 DMAT 運営協議会会⻑） 

第 1 班のメインテーマは、マーシーの病院としての能⼒です。 
したがって、班員の構成は災害医療に豊富な経験を有する 
医師、看護師、薬剤師、臨床⼯学技⼠のほか、病院設計 
あるいは病院建築の専⾨家などから構成されています。この 
時間はマーシーの病院としての機能及び対応能⼒のうち、特 
に班内で注⽬した点に焦点を絞ってお話しいたします。 
 

本セミナーの基本コンセプトは、「学びて⾜らざるを知る」です。まず何に注⽬して⾒たか、左の
欄に書いています。災害時のみならず、通常の救急医療においても標準的な診療の流れ、すな
わちトリアージ、治療、搬送の流れに沿って⾒学させていただきました。 
 

搬送は必ずしも船外にあるいは後⽅搬送することではなく、⼿術後の ICU あるいは病棟への
移動の動線に注⽬して⾒ました。注⽬したのは病院としての能⼒の⾼さです。⼈的・物的資源、
ライフライン、療養環境、実際に提供されている医療内容までつぶさに⾒ました。これらを学んだ
上で、次に何を考えたか、これが右の欄に書かれています。これまで内閣府の検討で⽤いられて 
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きた艦船・艦艇は海上⾃衛隊の輸送船や⺠間フェリーであり、必ずしも病院専⽤船ではなく、
いわゆる災害時多⽬的船という範疇での検討でした。そこでマーシーがまさに病院専⽤船である
ことに注⽬し、その特性、優位性に重点を置いて検討しました。マーシーにおける患者受付からト
リアージ、処置⼿術、回復室、ICU そして病棟への⼀連の流れは、我々救命センターの救急患
者の流れを踏襲するものです。その中で我々が注⽬した点は 3 点あります。 
 

1 点⽬は、優れた療養環境です。これまで⽇本が経験してきた被災地における災害医療で
は、医療を提供する医療者⾃⾝の安全確保に⼀定のエフォートを割かざるを得ませんでした。
防災服に職種を⽰すビブスを着⽤し、防災靴、ヘルメット等で⾃分⾃⾝を守りながら医療をする
ことが通常のやり⽅でした。しかしながら、マーシーは病院であるため、⼿術室では⼿術着、処置
室では処置⽤のガウンを⾝に着けて、医療者が最も効率よく、機能的かつ清潔に作業できる環
境が提供されている点に深く感銘を受けました。我々はしばしば被災地であることを忘れ、普通
の病院⾒学をしているような錯覚に襲われました。しかし、これは明らかに被災地で起こっているこ
とです。 

医療者に優れた医療環境を提供するということは、結果的に医療効率を上げ、被災者への
治療効率を上昇させ、感染率を低下させ、そして救命率の上昇をもたらすものと確信しました。 
 

2 点⽬は、円滑な患者動線です。受付から治療室の部分と、治療・処置終了から⼀般病
床への移動のみが垂直の移動となります。診療の中⼼部分をなす部分はすべて⽔平移動で⾏
われます。前⽅から後⽅への⼀⽅通⾏の整った動線です。このフラットな患者動線は患者の安
全、移動効率の⾯で極めて重要であると思われました。これは病院専⽤船以外の艦船にテント
や⼿術⾞両などを持ち込んだ場合には実現不可能なものです。担架を抱えて何段ものステップ
を上り下りしながら患者を移動させるのが通例でした。 
 

3 点⽬は、厳格なゲートコントロールです。⽇本でも災害時の医療機関の安全確保は喫緊
の課題です。我々はマーシーのヘリ甲板における傷病者の受け渡しを⾒学し、いかなる危険な要
素も船内に持ち込まないという厳格なゲートコントロールを確認しました。これは NBC など特殊な
災害時のみならず、被災地に蔓延する感染症や微⽣物、寄⽣⾍などへの対応においても極め
て重要と思われ、この厳格なゲートコントロールが安全で安定的な療養環境を⽀えていると考え
ました。 

 
マーシーの医療設備及び医療機材は極めてハイクオリティ、ハイスペックかつハイボリュームでし

た。⼤学病院の救命センタークラスの最先端の設備及び資機材に相当すると思われました。ま
た、⾎液や薬剤の備蓄量は我々の想像を⼤きく上回るボリュームでした。艦内に持ち込むすべて
の資材機材には厳格なレギュレーションが定められていました。これをクリアした豊富なバリエーショ 
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ンの中から、ミッションに応じた適切なセットをその都度持ち込むことが可能になっています。すなわ
ち、厳格なレギュレーションに加えて、災害に応じたテーラーメイドな医療の選択ができるということ
です。乗船する医療者についても、それぞれの職種に応じた経験や能⼒、ライセンス等についての
厳格なレギュレーションが定められていました。しかし、実際に乗船させる医療者の⼈数や構成は
ミッションに応じて展開する⼿術の数や病床の数の規模に合わせて決定されます。これは医療資
機材の場合と同様に、すべての基準はあらかじめ厳格に定めた上でミッションに応じてテーラーメイ
ドで運⽤するという、モノ・ヒト共通の普遍的なコンセプトを感じました。 
 

さて、⽇本で病院船を構想するに当たり、マーシーからは多くの⽰唆を受けました。第 1 班のテ
リトリー、純粋に医療⾯だけとっても、解決すべき多くの課題があることがわかりました。ヒト、モノ、
船そしてシステムです。しかし、我々が最も感銘を受け、注⽬したのは、災害医療の根幹をなすフ
ィロソフィーです。⽇本では未だに災害医療はどんな医療者、医療資機材、薬剤でも被災地で
は感謝をもって迎えられるという神話に基づいて運⽤されているように思います。それは被災地に
⼤量に送り付けられる無秩序な古着やトイレットペーパー、紙おむつと同様です。送る側のボラン
タリーな動機づけに敬意が払われることも⼤事なことですが、ここに圧倒的な重点が置かれている
ため、いわば救援側ファーストな災害医療といえます。 
 

マーシーから学んだことは全く逆です。送りつけるものは最先端の設備、医療資機材でかつ厳
格なレギュレーションをクリアしたものです。実際に乗船できるのはヒトもモノも災害の種類や規模、
現地からの情報によって、最も現地に必要とされるものに限られセッティングされています。すなわ
ち被災者ファーストといえます。我々はマーシーから⽇本の災害医療の⽢えを指摘されたように感
じました。 
 

⽇本において病院専⽤船が最適なのか、可能なのかという議論には第 2 班、第 3 班との協
議が必要です。しかし、我々の班は純粋に医療という観点から、病院専⽤船であることの意味、
意義をしっかり確認、報告する義務があります。結果的に病院専⽤船でない形が構想される場
合にも、これから指摘する 4 点の要素は考慮してもらう必要があるからです。 
 

1 点⽬は、⾼い品質の医療を被災地に横付けできるというメリットです。圧倒的に不⾜するヒ
トやモノ、需給バランスの崩壊こそが災害医療のあり⽅というのが、我が国における災害医療の
教科書に載っている⼀番の定義です。その常識を打ち破るのが病院専⽤船です。マーシーのよう
な病院船は被災現場に⼗分なリソースを背景に展開する通常医療を持ち込むという、常識を
破った災害医療を具現化できているのです。 
 

2 点⽬は、医療に関して⾃⼰完結できることです。これは、病院⻑の発表にもあったとおりです。 
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傷病者に安全で安定的な療養環境を提供できることのみならず、そこで医療を⾏使する医療
者⾃⾝の安全や⾷料、アメニティに対する不安もすべて払拭してくれます。 
 

3 点⽬は、最先端の医療設備や資機材を具備していることです。これは災害時以外にも決
して無駄ではありません。またこれを運⽤することによって、遠隔医療など新しいテクノロジーやコン
セプトの試験場にもなっています。 
 

4 点⽬は、通常から船と医療が密接に連携していることによってのみ実現可能な⾼度医療が
あることです。具体的には、ダヴィンチが載っていること、またマイクロ⼿術ができることにも驚きました。
これは単に⼿術室が船の重⼼に近い、最も揺れの少ないところに設置されているという理由だけ
で実現しているわけではありません。荒れた海で航⾏中に⼿術をする必要がある場合、波に対し
て垂直⽅向に船を操作することよって、揺れを最⼩限にしてマイクロ⼿術を可能にしています。 

 
また、医療ニーズが極端に拡⼤した場合、通常は厨房で働いている隊員が医療スタッフとして

活動が可能です。すなわち、通常からマリーンとメディックがうまく統合できていることが、こうした医
療を可能にしています。 
 

1 班のまとめになります。1 点⽬は医療者、資機材はすべて基準があらかじめ厳格に規定され
ていること。2 点⽬は、実際に乗船する医療者、積み込む資機材は発⽣した災害に応じてテー
ラーメイドで積み込まれていること。3 点⽬は、通常から船と医療が訓練を重ね、緊密に連携し
ていることによって、⾼度かつ最先端の医療が⽣かされていること。4 点⽬は、最先端の技術・機
材を具備することは、戦場医療、災害医療、⼈道⽀援のいずれにおいても常に重要であること。
5 点⽬は、今回⽇本の医療関係者がダヴィンチの搭載に驚かされたように、最先端の機器を搭
載することは、⽶国の医療⽔準の⾼さを国際的にアピールする⼤きな広告塔の効果をもたらして
いること。これも結果として事実であると思われます。1 班からのご報告は以上となります。 
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第 2 班：災害時の運⽤⽅法 
⼩井⼟ 雄⼀ ⽒（厚⽣労働省 DMAT 事務局⻑、⽇本災害医学会代表理事） 

第２班のテーマは災害時の病院船の運⽤に関してです。2 班の⽬的は、マーシーの災害時
の運⽤⽅法を学び、⽇本における災害医療への船舶の活⽤と病院船運⽤の課題を抽出する
ことです。検討項⽬は、災害時の指揮体制、他機関との連携、補給体制の 3 つに絞りました。 
 

まず、災害時の指揮体制についてです。マーシーの艦内における指揮命令系統は、平時には
2 名の⻑がいます。1 名は病院⻑、もう 1 名は船を動かす船⻑です。病院⻑は海軍の軍医、
船⻑は海軍をリタイアした⺠間⼈です。位は平等で、何かあった場合には話し合いで決めます。
ただ、医療に関することは病院⻑、船の運⾏に関しては船⻑が指揮権を握ります。ミッションを⾏
う際にはこの 2 ⼈の上にミッションコマンダーが⽴ちます。任務を完全に遂げるためにミッションコマン
ダーが全体の総括指揮を執ることになります。 
 

次に、マーシーの出動判断について、国外災害においては、被災国からの⽀援要請を受けた
国務省が国防総省へ⽀援依頼をします。インド太平洋領域であればインド太平洋軍が検討し、
マーシーの派遣がベストと考えれば出動させます。国内災害においては、連邦緊急事態管理庁
ＦＥＭＡから国防総省への依頼で出動が決定されます。 
 

3 番⽬に、被災地の災害対策本部とマーシーの関係についてです。マーシーは要請主義であ
り、相⼿国の要請があって初めて出動しますが、この時点でライセンスや法規に関して免責されま
す。要請があっての出動なので、現地の⾏政、対策本部と密に連携するのは当然です。場合に
よってはリエゾンを現地の災害対策本部に送って情報交換をすることもあります。密に情報交換
することにより、⼤量の医療ニーズの中でマーシーに何ができるか、何をすべきかを考えます。患者
の搬⼊搬出を考えると、現地の対策本部との連携が不可⽋で、通信⼿段の確保も重要事項
となります。ただ、PP においては事前に 8 か⽉かけて現地の保健医療⾏政機関と打合せ連携
するため、突然起きる災害時にいかに現地災害対策本部と連携するかは、マーシーにとっても課
題です。 
 

最後に、マーシーで⾏われる医療⾏為は⽶国のガイド 
ライン、あるいは国防総省の戦時医療ガイドラインに沿って 
います。スタッフもサンディエゴ海軍病院のスタッフであり、ライ 
センス、技量含め質が担保されています。また、マーシー内に 
各種の専⾨委員会、例えば、⼤量輸⾎⼿順委員会や感染 
コントロール委員会があり、活動の検証とガイドラインのアップ 
デートが常に⾏われています。  
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次に、これらを参考に、⽇本の病院船における指揮命令系統を考えてみたいと思います。まず、

船舶を病院船として活⽤する場合、3 つのパターンがあります。1 点⽬は、病院船を新しく造船
する⽅法。2 点⽬は⺠間船舶を借り上げて、病院船として活⽤する⽅法。3 点⽬は⾃衛隊の
既存艦船を病院船として活⽤する⽅法です。それぞれにメリット・デメリットがあります。 
 

病院船を新しく造船する場合、メリットとして理想の病院船ができますが、コストはじめ病院船
設置管理者、この場合は国になると思いますが、そのもとに病院⻑をはじめとした新組織作りが
必要になります。コストと時間がかかります。2 点⽬の⺠間船舶を借り上げる場合は、メリットとし
て船内環境が良好ですが、病院船として求められるヘリによる離発着ができないこと、新たな医
療設備を設置しなければならないこと、借上げ船舶船⻑との指揮命令系統の構築が困難なこ
と等、課題がたくさんあります。3 点⽬は⾃衛隊既存艦船を病院船として活⽤する⽅法です。
明⽇にも起きるかもしれない⾸都直下地震、南海トラフ地震を考えると、この⽅法が最も即応
性が⾼いと考えます。ある程度の医療設備が整っていることもメリットです。また、国は過去 5 年
間⼤規模地震時医療活動訓練で船舶を⽤いた病院船の訓練を⾏ってきました。したがって、
以降は⾃衛隊既存艦船を⽤いた病院船、機能として⼿術可能な SCU（航空搬送拠点臨
時医療施設）に特化して考え、マーシーから学んだことを反映したいと思います。 
 

まず、この場合の指揮命令系統は⾃衛隊艦船の艦⻑、⾃衛隊医官のトップ、外部から⼊っ
てくるリーダーがステークホルダーになると予想されます。船の運⾏に関しては艦⻑ですが、医療に
関してはこの 3 者がひざを交えて相談する艦内医療活動調整本部が必要と考えます。また、常
に情報を共有するための艦内通信⼿段も必要です。出動要請はシンプルなほうがよいです。被
災地から内閣府が要請を受けて、ニーズに対して病院船がマッチすれば内閣府が調整するのが
よいです。現在でも広域医療搬送は⾃衛隊機によって⾏われているが、内閣府が調整していま
す。南海トラフ地震等では複数県から要請が出る可能性があります。国レベルでどこに出動させ
るかなども含めて、国が調整するのが最もよいと思います。多組織がともに活動することになるため、
活動を円滑にする意味でも、例えば、⼤規模災害時艦船医療活動マニュアル等を作成すべき
と考えます。⾃衛隊医官と派遣医療チームがいかに協働できるかが鍵となります。また、⾏った医
療⾏為に関する検証も重要なため、活動検証委員会も必要です。 
 

2 点⽬の検討事項は、他機関との連携です。マーシーは被災地において現地⾏政等とどのよ
うに連携しているのでしょうか。メリック⼤佐からも説明がありましたが、PP のミッションは連携要領
習熟の⽬的もあり、訓練を通して現地政府保健省等の⾏政機関や⺠間団体、NGO 等との
連携訓練を⾏っているとのことです。災害時に病院船が担う任務として、スライド上段に⽰してい
ることが考えられます。また、病院船が連携する可能性がある組織として、下段に⽰すように国を
はじめ多くの機関があります。ここでは 3 番⽬の患者の収容と治療、すなわち⼿術可能な SCU 
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を想定していますので、連携する他機関として、被災地の災害対策本部、被災地の災害拠点
病院、DMAT 等の保健医療活動チーム、搬送⼿段として⾃衛隊、海上保安庁、消防庁が中
⼼になると考えられます。 
 

⼿術を⾏うことができる SCU を想定した場合、まずは外部との指揮命令系統を検討すべきで
す。医療部⾨の指揮命令に関しては被災地の災害対策本部の指揮下に⼊ることが適切と考
えられます。⼗分な情報共有ができるかが最⼤の課題です。また、情報ツールとして伝達⼿段も
重要な課題となってくると思われます。艦船の衛星電話の限定的使⽤や船舶専⽤衛星電話
の設置、使⽤についても検討する⽅法があると考えます。1 つのアイデアとして、リエゾンを災害対
策本部へ送り込む⽅法も考慮すべきです。 
 

⼀番の⼤きな課題は、今回のマーシーの訓練のメインでもあった重症患者の搬⼊と搬出です。
⾶⾏に関する問題と医療に関する問題があります。⾶⾏に関しては⾃衛隊、消防、海上保安
庁、ドクターヘリの艦船への発着の可否を含めて検討が必要です。医療に関しては⾃衛隊ヘリ、
消防ヘリ、海上保安庁のヘリの場合、医療チームが同乗する必要があるため、艦内の医療チー
ムとの引き継ぎも含めて検討すべきです。 
 

⾃衛隊の輸送艦を⽤いた場合、輸送⼿段として LCAC（エア・クッション型揚陸艇）を使⽤
できる可能性があります。LCAC はヘリコプターと⽐較して⼤量の⼈員、物資の輸送が可能という
利点があります。中等症までの患者の移動⼿段として検討すべきです。また、病院船からスタッフ
を病院⽀援に出すことも可能です。多岐の領域にわたる多くの医療従事者を運ぶことが可能で
すが、洋上から病院までどうやって移動させるかが課題となります。また、⾃衛隊艦船に医療チー
ムが乗る場合にも、事前登録、研修、訓練が必須と考えます。 
 

⾃衛隊艦船は既存のインフラに依存しないライフラインを持ち、通信、航空運⽤能⼒を発揮
しながら、併設する医療設備で医療提供が可能という特性があります。災害時に洋上で医療を
⾏う場合、艦船の特性を活かしたミッションをすべきと考えます。ただし、多機関、多組織の共同
活動になるため、艦船内の医療活動に関するマニュアルが必要になります。 
 

3 点⽬の補給については、⼈員、医療品、医療資機材、⽣活資機材、燃料に関して検討
しました。⼈員に関して、マーシーでは常勤医療スタッフ 60 名とミッションに合わせて必要数をサ
ンディエゴ海軍病院などから調達することで、医療スタッフの質を担保しています。また、出港地で
全員乗せるのではなくて、ニーズに応じた⼈員を軍⽤機で運んで、被災地の近傍補給地で合
流させるフライ・イン、フライ・アウトを⾏っています。まさに軍のロジ能⼒を最⼤限に利⽤した⽅法
だと思います。  
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⾃衛隊の既存艦船を活⽤した場合、医療スタッフをどのように集めるべきかが課題です。また、
質の担保も重要です。外部からの医療スタッフは登録制にして研修訓練を⾏うべきと考えます。
特に重要なのは、⾃衛隊医官との協働となるため、医療権限を含めて役割分担をはっきりさせ
ておくことです。多組織が協働するため、現場で使⽤する詳細な活動マニュアルも必要となります。
洋上にいる場合、⼈員投⼊はヘリしか⼿段がないため、その事前計画も必要になります。 

医薬品、医療資機材について、マーシーではすべての医療機器が基本的に最新のものが常
設されており、サプライも 30 ⽇分のストックがあります。ミッションによって搭載する資機材が決まっ
ており、補給体制もできています。 
 

⾃衛隊の既存艦船を利⽤した場合、持ち込む医療資機材を迅速に搬⼊するため、モジュー
ル化してあらかじめ専⽤コンテナに収容しておく必要があります。誰が購⼊、保管し、災害時にい
かに船舶まで運ぶかという課題が残っています。重要なのは酸素と⾎液であり、そこがマーシーの
強みでもありますが、⾃衛隊艦船には現状ではありません。いかに機能として、特に輸⾎機能を
付加するかが課題となります。酸素、輸⾎は⼿術に必須なので、この検討が重要となります。 

⽣活物資、燃料について、マーシーは軍であるため補給体制は万全です。⾃衛隊艦船も⾃
衛隊なので、補給体制に⼤きな問題はなさそうです。この点が⾃衛隊と⺠間が協働する⼤きな
メリットであると考えます。 
 

2 班のまとめになりますが、理想は病院船の造船です。今回マーシーを⾒て、その気持ちが更
に膨らみました。しかし、直⾯する災害に対しては、5 年間続けてきた⾃衛隊との合同訓練を今
後も続けていく必要があります。今回マーシーから学んだことを反映して、⾃衛隊艦船を⽤いた病
院船訓練を今後更に進めて⾏く必要があります。また、艦船内の⾃衛隊医官と⺠間との共同
活動となるため、艦内の医療活動マニュアル作成が喫緊の課題と捉えています。2 班の発表は
以上です。  
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第 3 班：平時の運⽤⽅法 
砂⽥ 向壱 ⽒（公益社団法⼈モバイル・ホスピタル・インターナショナル理事⻑） 

3 班のテーマは平時です。マーシーから何を学んだか、 
ディテールについては皆さん頭の中に⼊ったと思うので、 
私たちは、⽇頃何をしているのかということを述べたいと 
思います。 

1 つ⽬は⽇本がそれを保有する意義、2 つ⽬は、 
病院船の活動の内容はどういうものか、3 つ⽬は、 
運営体制や⼈員体制の⽅策はどうしたらいいのかを 
検討しました。それから、法的な制約や課題、それに 
対する解決策のヒントをどう学んだか、班内のグループディスカッションで整理しました。 

 
3 班では、瀬⼾内海で⻑い間済⽣会病院が運営している医療船、済⽣丸の運営・運⾏の

責任者の⽅からさまざまなお話を伺いました。また、⻑崎県の五島列島で離島医療に従事して
いる先⽣のお話も伺いました。それから、シンクタンクの⽅ 2 名から伺った経済的効率や経済的
な視点、運営についての専⾨的な知識、意⾒を交えつつ、マーシーから学んだことを検討しました。
また HADR について、国際協⼒、NGO の専⾨家の⽅々からもお話を伺いました。 

 
⽇本は世界で⼀番といっても過⾔でないほど災害が多いです。災害が⽇本の最⼤のリスクで

あるということをまず捉えようということから始まりました。マーシーは⽩い船体に⾚⼗字がついていま
す。これは軍⽤で使うための、ジュネーブ協定に準じた船ということです。私たちはそれに準じた船
の必要があるのかという視点も必要になったため、災害にピックアップすることにコンセプトを持ってい
きました。 

 
スイスの保険会社スイス・リーが発表した「⾃然災害で最も危険な都市ランキング」によれば、

トップは東京・横浜、⽇本です。次にマニラ、中国の珠江デルタ、それから阪神・淡路⼤震災が
あった⼤阪・神⼾、スマトラ島沖地震が 2004 年にあったジャカルタ。こうした都市ランキングを⾒
れば、⽇本は災害が最⼤のリスクであるという国⺠共有の意識を持つ必要があります。 

 
下のグラフで、死者数ではバングラデシュのサイクロンが⼀番多いです。2011 年の東⽇本⼤

震災では 1 万 5800 ⼈ぐらい亡くなっています。経済的損失の数値が上がっていますが、GDP
の⾼い先進国ほど経済的損失が⼤きいという数値が出ています。次に進みますと、表の最上段
は 1994 年の USA で起きた地震についてです。61 という数字は死者数を表しています。下の
⽅に東⽇本⼤震災の数字が出ていて、死者数は 1 万 5800 ⼈ぐらいとなります。アメリカがない
かというとそうではなく、2005 年のハリケーン「カトリーナ」、2008 年のハリケーン「グスタフ」があがっ
ています。経済的損失も先進国ほど⾼いことがこれでわかります。東⽇本⼤震災で 16.8 兆円 
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です。2011 年に起きたタイの洪⽔災害では 2.2 兆円ぐらいとなります。しかも⽇本は海に囲ま
れた国です。世界第 6 位の EEZ の⾯積を誇る海洋国であるということを平時にどのように考えな
ければいけないか。 

 
⽇本は災害が最⼤のリスクであると申し上げましたが、平時にどうするかという議論がよくなされ

ています。しかし、有事と平時に分けた上で平時の運⽤の議論をスタートするのではなく、常在有
事、つまりリスク管理が⼤前提であるという視点が必要であると考えました。平時からいかに啓発
啓蒙教育を国⺠、県⺠、地域含めて⽴てていくか、忘れがちになっているのではないでしょうか。
島嶼部の⽅々への医療提供、医療⽔準の向上ということもあります。HADR を実践しているアメ
リカから学ぶことも⼤きいでしょう。アジア諸国も⾃然災害が多いというリスクがあるため、我々の国
で養ったさまざまな経験が役に⽴つと思います。 

 
これは先ほども説明がありましたが、南海トラフ地震の予測です。海側から迫ってくるアプローチ

です。危機管理をする上でこうしたことを前提に、平時から情報共有し、いかに対策を実施する
かが⼤きな課題となります。南海トラフ地震が起こると、14 万平⽅キロの⾯積に被害が及びます。
マグニチュード 9.1 と予測されており、おそらく 30 万⼈ぐらいの被害になると想定されています。ス
マトラ島沖地震が被害者数 22 万⼈ですが、18 万平⽅キロぐらいであまり変わりませんが、死
者数は⼤きく伸びることが予測されます。 

 
⼤災害は忘れた頃にやってきます。⼤阪に（地震が）来るとは誰も思ってなかったのが本当に

起こりました。スライドはグーテンベルク・リヒターの法則ですが、⽇本では震度 1 から震度 3 ぐらい
のあまり体感しない地震が 1 年間に 1 万回ぐらい起きています。⼤きなものが来る前には⼩さい
ものが起きています。震度 4 が 1000 回、震度 5 が 100 回ぐらい、つまり、3 ⽇に 1 回ほど起
きている計算になります。こうした状況の中で、平時から災害時の活動に備える準備が必要では
ないでしょうか。 

私はこの会議が始まる 1 か⽉前、サンディエゴの海軍病院と南カリフォルニア⼤学のネイバル・
トラウマセンターを訪問しました。そこでは、医療者は平時からスキルアップをやっています。南カリフ
ォルニア⼤学はロサンゼルスにありますが、アメリカ国内でも重犯罪が⾮常に多いところで、2800
ぐらいの重症の救急搬送があります。⽇頃から備えるためには、そうした臨床例も必要です。サン
ディエゴではアフガニスタンを模したスタジオでシミュレーションがありました。⼤変にドラマティックで、
⼤学の学⽣が⼊り、患者の役はアクターズスクールの⽣徒でそのリアルさに驚きました。平時からそ
ういったコストベネフィット、税⾦をもらっている以上の税の公平性を達成するために努⼒していま
す。特に⽇本は島嶼エリアが⾮常に広いため、そこに何を供給するか考える必要があります。 
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船に乗ると酔います。参考事例として、スペインの病院船 

に乗るときは 2 週間の座学があります。テストに通ると、 3000 
トンほどの病院船に乗って、1 か⽉間漁労団に随伴して回り 
ます。酔ってどうにもならない⼈はリストに載せられません。年間 
100 ⼈ぐらいが乗船する臨床医として選抜されるという状況を 
聞きました。 
 

次に、⾸都直下地震に関する平成 25 年の中央防災会議のデータでは、⼤体 2 万 3000
⼈ぐらいが犠牲になると予想されています。東京 23 区で分析すると、死者数が 4131 ⼈、重
傷者数が 6112 ⼈、けが⼈が 4 万⼈を超えます。医療機関での治療が必要になる重症患者
の数は 23 区に集中して 1 万 9000 ⼈という数値も出ています。これはどこにどうやって⼈が集ま
ってくるか、⼤学でコンピュータシミュレーションをしたデータです。⻩⾊で表したシミュレーションは、
災害拠点病院はすべて機能している、道路はすべて通⾏可能で渋滞はない、重症患者はすべ
て⾞両で移動できるという想定ですが、3 時間から 6 時間ぐらいで湾岸に集まってきます。そのと
きに災害拠点病院が重症患者を収容しきれるかという課題が⾒えてきました。右側の図は、災
害拠点病院から 5ｋｍ圏内の⼈が受診可能なところに集まってくる、近距離の重症患者のみ
が⾞両で移動できる場合のシミュレーションです。こうした状況を⾒ると、私たちが平時に考えてお
かなければいけないことは何でしょうか。 

 
マーシーは中古の船ですが、（災害は）明⽇来るかもわからないので中古の船でもいいのです。

各国を⾒ても中古の事例が多いです。しかし、ハイスペックな部分を作ることが前提です。シンクタ
ンクで経済計算をしていただき、背景にあるものも調べてみたら、⽇本にも実例があります。これは
PFI というお⾦を借りるための⺟体 SPC を作るという前提ですが、考え⽅としてはスペインの⽅法
に近い、公設⺠営という⽅法も考えられます。 

 
それから、災害時の災害訓練等の運⽤体制についても話し合いました。初めから誰もかれもと

いうのではなく、乗船させ対応できるルールメイキングを⽇頃の業務とする⼈材育成のやり⽅が必
要です。それから、離島で⽤いるときに、現地の⽅が利⽤可能かどうか。やはり最先端かつハイス
ペックなトレーニングを受けた⼈たちの活⽤が求められます。 

 
そして、⺠間企業、研究機関等の活⽤というのも⼯夫次第だと思います。国⺠共有のリスク

と考えていなかったら、モノだけ送ればいいということが慣例化することが問題です。 
 
最後に、法的な課題や制約を抽出しました。例として、瀬⼾内海で運⾏している済⽣丸の

事例を使えるのではないでしょうか。しかし、病院船の法律上の位置付けは明確ではありません。 
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現⾏法での診療班は、派遣元病院が出張診療の扱いをしています。アメリカの場合は派遣元
が明確になっています。緊急的に災害時の病院船の派遣を求める側に、法整備あるいは⾏政
解釈がないと、船は沖合に泊まったまま港につけないことも考えられます。また、港から物資をどこ
に運べばよいか、誰に届ければよいか、災害発災地域の⾏政と平時からルールを全国標準化し
ておく必要があります。更には、医療法上は番地がはっきりしていないと病院と認められません。病
院船上で診療を⾏う法的根拠を明らかにする課題があります。 

 
患者が湾岸に集まってくるという事例をもう 1 度コンピュータシミュレーションしてみました。⾸都

発災の場合、東京の内陸側が広範囲に⽕事で焼けています。それから、通⾏が渋滞でほとんど
動かないことが予測されるため、内陸側へ向かう線は✕がついています。おそらく湾岸に来ると予
想されますが、湾岸地域に来た⼈たちを搬送する⼿段が現在ないので、ここに病院船という機
能船があるといいです。ただし、1 隻では⽤を⾜さないので、この周りに⺠間のフェリーや客船を配
して収容します。ヘリを着艦させるためには⾃衛隊艦船の協⼒も必要です。こうした集団全体で
ものごとを考えなければなりませんが、その指揮は災害対策本部⻑、命令権者となる被災地の
県知事が執り、船に乗って下命をすることが求められる構図となります。 

 
まとめとして、法的な制約等の課題の解決策をみていただきたいと思います。アメリカから今回

学んだことで最も重要なことは、すべてが標準化されているということです。そのためのルールメイキ
ングに時間と知恵と労⼒をかけています。⾏くぞというときにはその覚悟がいり、造るぞというときに
はそれだけの覚悟がいります。1 班ではフィロソフィーを感じたとありましたが、まさにその通りだと思い
ます。ルールメイキングをすることで、⽇本の医療機能、医療設備、医療機材、薬品等も新たな
展開として役に⽴つと思います。国威を発揚するためのルールが PP という仕組みの中に作り上げ
られています。すなわち港に⼊るルール、どこに向かうかというルール、病院船の中のルールなど。ま
た、マーシーには多国籍の⼈が乗船しています。そのように各国と協⼒する体制をいかに⽇頃から
構築しておくか、HADR を参考に学ぶことができました。 

今回マーシーが港から離れるのについていきたいほど、名残惜しかったです。  
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